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令和３年度第２回青森県公共事業再評価等審議委員会 

 

日時 令和３年１０月２２日（金）１３：００～１６：００   

場所 ウェディングプラザ アラスカ 地下１階「サファイア」 

 

（司会） 

 本日の司会進行を務めさせていただきます企画調整課長代理の後村でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 会議の前に事務局の方から資料の確認をさせていただきます。 

 

（事務局） 

 それでは、資料の確認をさせていただきます。事務局の角田と申します。よろしくお願い

いたします。 

 まず、先般書面にて開催させていただきました第１回委員会の資料、青色のファイルです

が、お持ちいただいていますでしょうか。 

 もう１つ、事前にお送りした公共事業事後評価に関する資料についてもお持ちいただい

ていますでしょうか。もし、お持ちいただけていなければ、こちらの方で御用意いたします

ので、お知らせください。 

 次に、本日お配りする資料の確認をさせていただきます。 

 まず、１枚目が次第でございます。２枚目が委員の皆様の名簿。３枚目が席図。４枚目が

配付資料一覧になっております。 

 本日の配付資料につきましては、 

資料１が「令和３年度第１回青森県公共事業再評価等審議委員会（書面会議）の表決結果」。

資料２が「令和３年度青森県公共事業再評価等審議委員会年間スケジュール」。 

資料３が「令和３年度公共事業再評価に関する意見書（案）」。 

資料４が「令和３年度公共事業事後評価対象事業に関する質問事項及び回答」。 

そして資料５が「令和３年度公共事業事後評価に関する意見書（案）」です。 

 最後ですが、既に送付済みの資料の差替として、「配布資料一覧」の「差替資料」の欄に

あります資料について、該当ページに「差替」と表示したものをお配りしております。 

 差替資料につきましては、議事の中で、その内容等を担当課の方から御説明させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。 

 

（司会） 

 それでは、ただ今から「令和３年度第２回青森県公共事業再評価等審議委員会」を開会い

たします。 
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 開会にあたりまして、企画政策部次長の富谷より御挨拶を申し上げます。 

 

（富谷次長） 

 企画政策部の次長、富谷と申します。 

 本日は、御多忙の中、当委員会に御出席いただきまして、誠にありがとうございます。 

 委員の皆様には、県行政の推進にあたり、平素から格別の御理解と御協力を賜り厚く御礼

申し上げます。 

 御案内のとおり、今年度の第１回の委員会につきましては、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響を踏まえ、書面により開催させていただきましたが、委員の皆様には、限ら

れた時間の中で再評価対象事業について御審議をいただきましたことに、改めて御礼を申

し上げます。 

 さて、皆様御承知のとおり本県の社会資本の整備は、未だ十分とは言い難い状況にありま

す。８月に下北及び上北地方で多大な被害が発生した大雨災害をはじめ、近年、甚大な被害

をもたらす自然災害が全国的に発生している状況を踏まえますと、県民が安全に安心して

暮らせる、「災害に強い青森県づくり」を進め、県内各地域の更なる発展を遂げていくため

にも、今後も着実に公共事業を実施し、社会資本の整備を推進していくことが必要と考えて

おります。 

 一方、限りある予算の中で公共事業を実施していくためには、「選択と重点化」及び「財

源の有効活用」に努めるのは勿論のこと、県民の皆様から十分な御理解をいただけるよう、

委員の皆様から御意見をいただきながら、公共事業再評価及び事後評価を厳格に実施する

とともに、その検証過程を広く積極的に公開して、県民の皆様への説明責任を果たしていく、

これが何よりも重要と認識しております。 

 本日は、長時間の会議になりますが、公共事業の実施過程における客観性、透明性の向上

及び効率的執行の確保に向けて御審議いただけますようお願い申し上げまして、御挨拶と

いたします。 

 

（司会） 

 本日は、今年度初めての対面での会議でございますので、委員の皆様と県の出席者を御紹

介させていただきます。 

 それでは、委員の皆様の方から、名簿の順に御紹介いたします。 

 阿波委員長でございます。 

 石田委員です。 

 小山委員です。 

 小山委員は、本年５月３１日に新しく委員に御就任いただいております。 

 樺委員です。 

 森淳委員です。 
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 森洋委員です。 

 なお、本日、大橋委員、高松委員、南委員、渡辺委員は、所用により御欠席でございます。 

 続いて、県側の出席者を御紹介いたします。 

 はじめに、企画政策部でございます。 

 ただ今、御挨拶申し上げました次長の富谷でございます。 

 続きまして、農林水産部です。 

 農林水産部次長 石澤でございます。 

 農村整備課課長 増岡でございます。 

 林政課課長 及川でございます。 

 漁港漁場整備課課長 道場でございます。 

 続いて、県土整備部です。 

 県土整備部理事の宮本でございます。 

 道路課課長の米田でございます。 

 河川砂防課課長の阿部でございます。 

 港湾空港課課長の羽田でございます。 

 都市計画課課長の今井でございます。 

 以上、本日の出席者でございます。 

 他に関係の職員も出席しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 本委員会の会議は、青森県公共事業再評価等審議委員会運営要領第２第２項の規定によ

り、委員の半数以上の出席が必要となりますが、本日は、１０名中６名の御出席をいただい

ておりますので、会議が成立しておりますことを御報告いたします。 

 議長につきましては、同じく委員会設置要綱第６第２項の規定により、委員長が務めるこ

ととされております。 

 それでは、阿波委員長、議事の進行をよろしくお願いいたします。 

 

（阿波委員長） 

 阿波です。どうぞ、本日はよろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入る前に何点か確認させていただきます。 

 まずは、本委員会の基本的な事項についてでございます。 

 ３つございます。 

 １つ目は、会議は委員会運営要領第３に基づき公開といたします。 

 ２つ目です。審議内容は、資料とともに事務局の企画調整課で公表・縦覧します。議事録

の公表にあたっては、各委員の了解を得て行うこととします。 

 ３つ目です。委員会終了後の報道機関等の取材対応は、委員長に一任くださるようお願い

いたします。 

 以上、委員の皆様方の御協力を得ながら議事を進めていきたいと思います。どうぞ御協力
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のほど、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、書面会議で開催されました第１回委員会の書面決議の結果について。また、

委員会の今年度のスケジュールについて確認いたします。 

 事務局から説明をお願いいたします。 

 

（事務局） 

 それでは、書面議決結果及び年間スケジュールについてご説明させていただきます。 

 資料の１を御覧いただきたいと思います。資料の１、第１回青森県公共事業再評価等審議

委員会書面会議の表決結果ということで、会議の開催につきましては、今回、コロナの関係

がありまして、対面ではなく書面で開催させていただいたところでございます。 

 返信期日である７月２６日までに全ての委員の皆様から書面表決書の提出があったとい

うことで、青森県公共事業再評価等書面会議実施要領第３第２項の規定により、会議成立と

させていただいております。 

 表決結果につきましては、（１）、（２）のとおり、議事１号から議事８号について全ての

委員の皆様から「可」ということで表決をいただいております。 

 また、いずれの委員からも附帯意見は提出されておりませんでした。 

 続きまして、資料２を御覧いただきたいと思います。資料２の令和３年度青森県公共事業

再評価等審議委員会スケジュール、こちらの方になっております。 

第１回委員会が、今、説明いたしました書面会議ということで、７月１２日に通知差し上

げ、７月２６日を提出期限に書面表決成立とさせていただいております。議事については、

現地調査の実施と令和３年度再評価等対象事業の審議ということで、結果は先ほど述べさ

せていただいたとおりです。 

 第２回委員会につきましては、本日、対面で開催させていただいているところでございま

す。再評価と事後評価について、議事（１）から（４）まで御審議いただくこととなってお

ります。意見書の提出につきましては、本日の委員会を踏まえまして、１１月１２日に知事

へ意見書を提出する予定とさせていただいております。 

 続きまして、第３回委員会につきましては、来年の２月頃を予定しておりますが、議事に

つきましては、今回の委員会で設定していただく来年度の事後評価対象事業に係る事前整

理ということで考えており、コロナの状況を鑑みて、近くなりましたら対面で実施するか、

もしくは書面開催も含めて検討させていただき、御連絡させていただきたいと思います。以

上です。 

 

（阿波委員長） 

 ありがとうございました。 

 ただ今、事務局から御説明いただきました、資料１の第１回委員会の書面会議の表決の結

果、並びに資料２のこの委員会のスケジュールについて、委員の皆様から御質問がありまし
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たらお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 

 資料１、資料２について、御質問がありましたらお願いいたします。 

 よろしいですか。 

 それでは、質問がないようですので、次に進みたいと思います。 

 本日の審議の進め方を確認いたします。お手元の次第を御覧ください。 

 本日の議事は４つございます。 

 １つ目が、再評価に関する意見書のとりまとめ 

２つ目が、事後評価結果の審議 

３つ目が、事後評価に関する意見書のとりまとめ 

４つ目が、来年度の事後評価対象事業の選定となります。 

 議事の１につきましては、先ほど、事務局から御説明いただきました書面会議により開催

した、第１回委員会において、委員会意見は対象となる７事業全てを県の対応方針案どおり

「継続」とし、また、「附帯意見はなし」とすることで議決いたしました。これを踏まえて、

再評価に関する意見書のとりまとめを行います。 

 続いて、議事の２つ目です。事後評価結果の審議を行います。昨年度、この委員会におい

て選定した３事業について、担当課から評価結果について説明していただいた後、評価結果

の妥当性等について委員の皆様方から御意見いただき審議をいたします。 

 その後、議事の３でございますが、県の方で行っていただいた事後評価の結果について、

委員会としてどのように考えるのか整理をいたしまして再評価と同様、知事に提出する意

見書のとりまとめを行います。 

 最後が議事の４つ目でございまして、来年度の事後評価の対象事業の選定を行いたいと

思います。以上、４つが本日の議事となっております。 

 それでは、早速でございますが、議事の方に入っていきたいと思います。 

 議事の１番です。再評価に関する意見書のとりまとめに入ります。資料３をお開きくださ

い。意見書の案です。公共事業再評価に関する意見案となっております。１枚目が意見書の

表紙となります。めくっていただいて２枚目が目次になります。更にもう１枚めくっていた

だきますと、３枚目から、今年度、審議した７つの事業に対する委員会意見の一覧となって

おります。いずれも評価は「継続」ということで、附帯意見は記載してございません。最後

でございます。委員会の委員の名簿と今年度の審議の経過を記載しております。戻りまして、

３枚目の委員会の意見を御覧ください。先ほどの今年度の対象事業７つの委員会意見のペ

ージをお開きください。先ほど申し上げましたように、委員会の意見については、書面会議

による第１回委員会において対象となる７つの事業全てを県の対応方針案のとおり「継続」

としております。また、各事業に対する附帯意見等は記載してございません。これまでの審

議を踏まえまして、この意見書のとおりでよろしいか、再度確認いたします。委員の皆様方

から御意見等ございましたらお願いいたします。 
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７つの事業、対象事業全てについて、県の対応方針案のとおり「継続」ということと、「附

帯意見の記載はなし」ということでよろしいでしょうか。それでは、この原案のとおり、再

評価に関する意見書を決定したいと思います。どうもありがとうございました。後日、委員

の皆様方には、最終形の意見書をお送りし確認いただいた上で私と委員長職務代理者の大

橋委員から知事へ意見書を提出したいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、続きまして議事の２つ目です。事後評価の結果の審議を行います。審議に入る

前に事務局から事後評価全般についての説明をお願いします。 

 

（事務局） 

 それでは、事後評価全般について御説明させていただきます。 

 事後評価につきましては、事業完了後５年目の事業を対象として、事業の効果、環境への

影響等を確認し、必要に応じて適切な改善措置を検討するとともに、結果を同事業の計画・

調査のあり方や事業評価手法の見直し等に反映するため実施するものです。 

 これまでの委員会におきまして、事後評価、いわゆる既に完了した事業の評価につきまし

ては、従来の費用対効果分析、Ｂ／Ｃだけではなくて、「費用ではなく、むしろ期待された

便益が得られたか」や「金銭価値化できないものを含め、総合的にどのように評価していく

か」が重要であるとの御意見をいただいておりました。 

 このため、平成３１年２月１４日に全般的な評価手法の見直しについて検討するために

設置している「青森県公共事業評価システム検討委員会」を開催し、事後評価の導入の経緯

や目的、これまでの実施状況、課題等を踏まえた当面の対応案について御了承いただいたと

ころです。 

 具体的には、昨年度に引き続き、次に申し上げる事項について留意した上で、事後評価調

書を作成したものです。 

 １つ目といたしまして、「公共事業評価の実施時期における事業費の増減理由」や「費用

対効果分析Ｂ／Ｃの算定項目ごとの増減額・増減理由」など、よくある質問・意見項目につ

いては、あらかじめ調書の中に記載する等、内容の充実・工夫を図りました。 

 ２つ目として、「事業効果の発現状況」につきましては、金銭価値化できない効果、事業

目的の達成等を積極的に取り上げ、総合的な評価の検討に資するよう工夫いたしました。 

 ３つ目といたしまして、「事後評価箇所状況写真」につきましては、関連する記載項目の

欄の中で掲載し、記載内容をより分かりやすくするよう工夫いたしました。 

 最後に、次年度以降、同種事業の評価の際に参考となるような建設的なコメントを記載す

る等内容の充実を図ったところでございます。 

 以上のような観点から調書を作成しておりますが、本日の事後評価の審議において、さら

なる改善の必要性に関する御意見があった際には、来年度の調書作成作業の参考とさせて

いただきたいと考えておりますので、御意見を賜りますようよろしくお願いいたします。 
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（阿波委員長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、昨年度の、この委員会で選定しました３つの事業について、担当課から評価結

果の説明をいただいた後、その評価結果の妥当性等について審議を行います。 

 質疑は、事業ごとに行います。 

 なお、事前に各委員からいただいた御質問については、担当課からの説明時にお答えした

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、個別事業の説明について、まずは農村整備課からお願いいたします。 

 

（農村整備課） 

 よろしくお願いします。 

 農林水産部農村整備課 防災・積算グループの小笠原と申します。よろしくお願いします。 

 ３名の委員から御質問をいただいておりますが、まずは調書を説明した後にお答えした

いと思います。 

 整理番号Ｒ３‐１です。 

 １番の事業概要ですけども、事業種別が農業農村整備事業、事業名がため池等整備事業

（ため池整備）、箇所名が手代森、市町村名は弘前市、事業主体は青森県、管理主体は弘前

北部土地改良区、事業方法は国庫補助、財源・負担区分は国が５５％、県が３３％、市町村

が８．５％、その他３．５％となっております。 

 事業の背景・必要性です。 

 本ため池は底樋管、出口付近及び堤体の裏面において漏水が確認されたこと。洪水吐の流

水能力不足やコンクリート部分の破損、緊急放流施設が設置されていないこと等、防災上、

危険な状況でありました。 

 そのまま放置した場合、ため池が決壊し、周辺の農地や農業施設のみならず、公共施設に

も影響を及ぼすことが懸念されておりました。 

 このことから、早急に堤体取水施設及び洪水吐を改修することにより、災害を未然に防止

し、農業用水の安定供給を図ったものです。 

 主な事業内容です。 

 ため池堤体工 Ｎ＝１式、取水施設工 洪水吐兼用堅樋型 Ｎ＝１式、底樋工 Ｎ＝１式

となっております。想定した事業効果です。 

 金銭価値化が可能な効果については、（１）番、作物生産効果、これは単収の増加や転作

作物の導入による作物生産量の増加効果です。（２）番、維持管理費節減効果、老朽化し機

能低下が著しい施設の改修に伴う維持管理費の節減効果、（３）番、災害防止効果、施設の

更新により、災害の発生に伴う被害が防止又は軽減される効果となっております。事業の実

施経過ですけども、事業の着手は平成２７年、工事着手は平成２８年、事業完了は平成２８

年となっております。 
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 公共事業評価の実施時期です。 

 事前評価時、平成２６年ですけども、事業期間は平成２７年から平成３０年、総事業費は

３億１５００万円となっております。 

 事後評価時、令和３年ですけども、これは事業期間が平成２７年から平成２８年、総事業

費が１億４５００万円となっております。 

 特記事項です。 

 事業費の減、詳細な地質調査の結果、ため池堤体の改良範囲が全面改良から一部改良（上

流法面）に変更となり、事業費が減額となっております。 

 続いて、次のページをお願いいたします。 

 ２、事業完了後の状況です。 

 社会経済情勢等の変化について近年、豪雨等で農業用ため池が被災し、甚大な被害が全国

的に発生しています。また、大規模な地震も頻発しております。令和元年度以降、農業用た

め池の管理及び保全に関する法律及び防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関

する特別措置法が施行され、適正な維持管理を指導するとともに、必要な防災工事を集中的

かつ計画的に推進する必要があります。 

 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化です。 

 費用対効果分析表の費用の見直し、これは、単価を平成２６年から令和３年へ変更したこ

とに伴い、再評価時より総便益が増大しております。 

 また、堤体の改良部分の減に伴い総事業費が減額となっております。 

 事業効果の発現状況です。 

 効果を把握するためにアンケート調査を実施しております。次の次のページから結果を

添付しております。これらを含めて効果の発現状況について説明いたします。 

 金銭価値化が可能な効果です。（１）番、作物生産効果、年間便益額６００万円です。本

ため池の整備により堤体の漏水が解消され、農業用水の安定確保が可能となるなど、作物生

産量が増加しております。 

 達成度、営農面に関するアンケートです。 

 問９の結果、事業目的が「達成された」「おおむね達成された」との回答が７６．９％で

あったが、「用水が確保できない時もある」との意見もありました。（２）番、維持管理費節

減効果、年間便益額は１００万円の減となっております。以前は、老朽化した蓋の開閉で取

水量を調整していましたが、洪水吐兼用の取水施設に改修し、ゲートによる操作が可能にな

るなど、維持管理に係る労力が節減されました。（３）番、災害防止効果です。年間便益額

は２３００万円です。堤体の漏水の解消、必要な断面を有していなかった洪水吐の改修など、

施設の更新により災害の発生に伴う被害の防止が図られております。 

 達成度、防災面に関するアンケートです。 

 問８の結果、事業目的が「達成された」「おおむね達成された」との回答が７７．２％で

ありました。具体的には、「改修工事で安心感が増した」との意見がありました。下に円グ
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ラフを載せております。 

 事業実施に伴うその他の効果に関するアンケートです。 

 問１３の結果、「効果があった」との回答が５７．８％でありました。具体的には、取水

量調節がしやすくなり、「下流水路での溢水がなくなった」「釣り人が減った」との意見があ

りました。下に参考の費用便益比を記載しております。事業評価時は総費用が２億７千万、

総便益費が４億４００万、費用便益比が１．４９でした。事後評価時、令和３年度では、総

費用が１億６９００万、総便益費が６億８５００万、費用便益比は４．０４となっておりま

す。 

 続いて、事業により整備された施設の管理状況です。 

 本事業で整備された手代森堤は、現在、弘前北部土地改良区が管理、農業用水の調整、草

刈り、点検などを行っており、事業完了から５年を経過しておりますが、ため池堤体及び取

水施設等の異常は確認されていません。管理状況に関するアンケート問１０の結果、「適切」

「おおむね適切」との回答が８２．６％でありました。具体的には、「草刈りが丁寧になっ

た」などの意見がありました。次のページをお願いします。 

 事業実施による環境の変化です。 

 施工前、ため池内に生息していた準絶滅危惧種の植物である「ミクリ」を確認したことか

ら、周辺の立入禁止措置を行い配慮しました。また、堤体の上流側法面には、植生が可能な

浸食防止対策としてブロックマットを設置し、下流側には、張芝を張ることで植生に配慮し

ました。 

 その他の環境の変化です。 

 環境変化に関するアンケート 問１１の結果「良くなった」「やや良くなった」との回答

が７４．４％でした。具体的には「きれいになった」などの意見がありました。 

 ３、まとめです。 

 改善措置の必要性、改善点に関するアンケート、問１２の結果「改善点がある」との回答

が２４．２％でありましたが、周辺の水路や農道の整備・補修等の維持管理に関する意見で

あるため、事業目的は達成されていると考えています。 

 再度の事後評価の必要性です。 

 事業効果発現の状況のとおり、事業目的は達成されているものと判断できることから、再

度の事後評価は必要ないと考えております。 

 今後に向けた留意点です。 

 同種事業の計画調査のあり方としては、ため池整備として十分に効果を発現しており、地

域住民やため池利用者にも効果を認識していただいていることから、これまでと同様に事

業計画を策定する。事業評価手法の見直として、本事業は、農林水産省による新たな土地改

良の効果算定マニュアルに基づき、適切に便益費用を算出していることから、事業評価手法

の見直しは必要ないと考えております。同種事業の内容、手法等のあり方です。近年、台風

等による豪雨や地震に伴うため池の被災や農家戸数の減少等に伴い適切な維持管理が困難
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になっているため池が見受けられることなどを踏まえ、令和２年度に施行されたため池工

事特措法、令和１２年度までの時限立法となっておりますが、において、防災重点農業用た

め池の防災工事等を集中的かつ計画的に推進することが規定されております。 

 また、令和２年１２月に閣議決定された防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対

策により、防災重点農業用ため池の防災・減災対策に関する国の予算措置及び地方負担に係

る地方財政措置の拡充が行われております。県としても、当該期間内に必要な防災工事等を

実施できるよう、関係機関との協議を進めていきたいと思っております。 

 続いて、質問に対する御説明をいたします。 

 資料、前に戻っていただきまして、資料４をお願いします。 

 １ページ目です。 

 樺委員からいただいておりました、質問は、費用対効果分析説明資料の（１）当該事業に

よる費用の減額１億２００万円について、理由として「現在価値化の基準年を変更したため」

とありますが、総事業費の１億７千万円減少が主たる理由ではないのでしょうか。資料を拝

見する限り、総事業費減少の効果の方が基準年変更の効果を上回っているように思います。

と、いただいております。 

 回答としては、御指摘のとおり（１）当該事業による費用の減額１億２００万円は、実際

に要した総事業費の１億７千万円が影響したものです。このため、増減理由の記載について、

次のとおり訂正させていただきます。 

 現行では、「現在価値化の基準年を変更したため」としておりましたが、改正後は「総事

業費が減額となったため」としております。 

 ２ページ目に訂正したものを添付しております。 

 続きまして１５ページをお願いします。 

 森淳委員からいただいた質問です。 

（１）金銭価値化が可能な効果な効果以外の効果を把握しているか。 

（２）番、アンケートで「おおむね」という選択肢を選んだ受益者が多いが、本事業で「お

おむね」と評価される実態が想像できない。ため池の改修の効果ははっきり出るのではない

か。 

（３）番、ため池の管理は、多面的機能支払交付金の対象となっているか。本地区以外では、

どの程度のため池が同制度を用いて活動しているか。これは概数でも良いということでし

た。 

 回答です。 

（１）番、金銭価値化が可能な効果以外の効果について、今回、実施したアンケートの事業

目的以外の効果に対し、次のような意見をいただいています。 

 １つ目は、取水量の調節がしやすくなり、下流水路での溢水が無くなった。 

 ２つ目は、釣り人が減った。ということです。 

（２）番、アンケートの実施にあたり、「おおむね」を含まない回答の選択も検討しました
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が、「達成された」（必要だった、適切）または「達成されていない」必要でなかった、適切

でないの程度も聞き取りしたと考えまして、「おおむね」という選択肢も設定したところで

あります。 

（３）番です。 

 １つ目として、手代森地区は、多面的機能支払交付金の対象とはなっておりません。 

 ２つ目として、本地区以外の本県のため池、１，６９９か所で多面的機能支払交付金の活

動計画に位置づけられ活動を行っているのは、約１５０か所です。 

 次のページを御覧ください。 

 森洋委員からの御質問です。 

（１）番、整備前後の安全率を教えて欲しい。また、地震時に対してはレベル２地震動まで

対応しているのか。 

（２）番、「事業効果の発現状況・（１）作物生産効果」の中で、堤体の漏水が解消されたの

で、作物生産量が増加したと記載されているが、当時、生産量に影響を与えるほどの漏水が

確認されていたのか。というものです。 

 回答の（１）‐１、整備前後の安全率について、レベル１、地震動については、改修前の

ため池堤体の両端部及び中央部の計３か所で安定計算を行った結果、常時は３か所とも安

全率１．２を満足していましたが、地震時は中央部及び右端部、貯水面を背にして右側で１．

２を下回ることが確認されました。 

 このため、上流法面及び基礎部を改良する工法で再度安定計算を行った結果、別表のとお

り安全率が向上しました。 

 なお、常時の３か所及び地震時の左端部は、改修前の時点で１．２を満足していたことか

ら、改修後の計算はしておりません。 

（１）番の２です。 

 レベル２地震動の検討について。 

 本ため池は、耐震性能に係る重要な部分がＢ種であることから、レベル２地震動の検討は

行っておりません。 

（２）番、漏水の状況について。 

 整備前の漏水は、堤体下流の底樋管吐出口付近で僅かな量でした。ただし、小さな漏水で

も堤体を貫通する水みちに拡大し決壊につながることが懸念されることから、早急に改修

を行っております。 

 なお、作物生産効果が向上したのは、効果算定にあたりため池が決壊した場合の農作物の

被害額軽減額、年被害軽減額の算定で採用した弘前市の水稲農家の単収が増加したことな

どによるものです。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 

（阿波委員長） 
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 ありがとうございました。 

 それでは、ただ今の説明に対しまして、御質問、御意見がありましたらお願いいたします。 

 まず、事前に質問をいただいておりました樺委員、いかがでしょうか。ただ今の説明に対

して、何か御質問、コメントがありましたらお願いします。 

 

（樺委員） 

 お答えいただいた回答で大丈夫でございます。 

 

（阿波委員長） 

 続きまして、森委員、いかがでしょうか。 

 

（森（淳）委員） 

 回答いただきまして大変ありがとうございました。 

 当初、冒頭部で企画調整課の方から御説明がありましたように、総合的評価ということで

進められていると理解しているわけですけども。私がお聞きしたかったのは、いわゆる公益

的機能というか、市場外効果、経済、市場内経済で評価されるようなもの。そういったもの

をこの事業によって生じているものではないだろうか。 

 お答えいただいた取水量の調整がしやすくなったとか、溢水がなくなった。これは、言っ

てみれば、労働生産性の向上であって、金銭化することが可能なものであるんじゃないかな

と思います。 

 それが、事業そのものの目的ではないのかもしれないという意味で、こういう返答をいた

だいたのだと思うんですけども。それ以外の、更に環境公共的な、付加的な価値、効果、あ

るいは副次的な効果、そういったものが更にため池整備事業によって生じているのではな

いだろうか。それをしっかりと評価することによって、青森県の環境公共というものが、よ

りＰＲできるのではないだろうかというふうに考えたものですから、どうすればいいかと

いうのは、非常に難しい問題だと思うんですけども。そして、効果算定マニュアルに基づい

てという、まさにこのとおりだと思うんですけども。少し肉付けができるようなＰＲができ

るのではないかなと感じました。 

 感想です。 

 以上でございます。 

 

（阿波委員長） 

 担当課から何かコメントございますか。 

 

（農村整備課） 

 そうですね。折角、アンケートをとっておりましたので、その辺も含めて、もうちょっと
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アンケートの設問を今後工夫していきたいと考えております。 

 

（阿波委員長） 

 是非、これからも同種事業が多分あるだろうと思いますので、先ほど、森先生がおっしゃ

られたような、主となるような事業目的ではないかもしれませんが、それに付随して、もっ

と包括的な総合的な金銭価値化ができないような、そういった効果というものがあるので

はないかという御指摘ですので、次の同種事業を進めるにあたって、是非、そういった部分

もＰＲされながら進めたらよろしいのではないかというふうに私は認識しておりました。 

 森先生、よろしいでしょうか。 

 どうぞ。御質問、コメントがありましたらお願いします。 

 

（森（洋）委員） 

 了解しました。 

 趣味的な質問で大変申し訳ないです。 

 水みち、漏水、結構、難しくて、場所がなかなか、改良したと。今、漏水、止まっている

んですか。その漏水のための改良はしていなくて、耐震の改良したら止まっているというこ

となんですか。 

 

（農村整備課） 

 目的が漏水の改良ではなかったんですけども、本事業で堤体を改修していますので、それ

で漏水も止まっているという。 

 

（森（洋）委員） 

 これは、元々防災重点ため池のところ？ 

 

（農村整備課） 

 はい、そうです。 

 

（森（洋）委員） 

 分かりました。いいです。以上です。 

 

（阿波委員長） 

 その他、委員の皆様から、ただ今の説明に対して御質問、コメントがありましたらお願い

します。 

 よろしいですか。 

 特になければ、次の審議に入ります。 



14 

 

 続きまして、２つ目の対象事業でございます。 

 漁港漁場整備課からお願いします。 

 

（漁港漁場整備課） 

 漁港漁場整備課 施設整備グループマネージャーの成田です。よろしくお願いいたしま

す。座って説明させていただきます。 

 私からは、事後評価調書の整理番号Ｒ３‐２について説明いたしますが、最初にお断り申

し上げます。 

 本日配付資料の資料４の南委員と森洋委員からの御質問につきましては、該当する項目

の説明と併せて回答を説明させていただきます。その際、資料４の３ページ、１９ページ、

また本調書の添付資料をお開きいただくこととなり、お手間をおかけしますが、よろしくお

願いいたします。 

 では、調書を御覧ください。事業種別は漁港海岸事業、事業名は改善保全施設整備事業、 

箇所名は大畑漁港です。事業主体、管理主体とも青森県、事業方法は交付金、財源・負担区

分は、国が５０％、県が５０％です。 

 事業の背景・必要性ですが、本海岸の背後には人家の密集と地域の主要なアクセス道とし

て利用されております国道２７９号があり、低気圧等の波浪時には、護岸からの越波で背後

の人家などの浸水被害が発生しておりました。 

 このため、人工リーフと離岸堤を整備し、越波浸水被害を防止することで、海岸背後地の

生命・財産の保全を図ったものです。 

 主な事業内容は、人工リーフが４基で合計６２０ｍ、離岸堤が１基で１９１．８ｍです。 

 想定した事業効果は、浸水防護便益として、護岸からの越波が解消し、背後の人家等の浸

水被害がなくなる効果です。 

 事業の実施経過としては、平成２２年度に着手し、平成２８年度に完了しております。 

 公共事業評価の実施時期としては、事前評価を着手前年の平成２１年度に実施しており

ます。計画変更の実施時期としては、当時は、人工リーフ６基を新設する事業計画を策定し

ましたが、事業着手後の詳細設計時に住民参加型のワークショップを開催し、漁業者や背後

住民の意見を反映させた人工リーフの位置と断面を検討した結果、離岸堤とのハイブリッ

ト式の人工リーフ４基と一般的な離岸堤１基の計画に平成２４年度に変更しております。 

 実績の事業費は、既存の消波ブロックを一部流用するなどのコスト縮減を図った結果、計

画事業費に比べて減となっております。 

 事業概要図には、整備した人工リーフと離岸堤の位置を赤色で示した平面図を記載して

おります。 

 では、次のページをお開きください。 

 事業完了後の状況です。 

 まず、社会経済情勢等の変化についてですが、海岸保全施設については、予防保全の観点
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にたった施設の適切な維持管理が必要であることから、平成２６年度から順次、施設の老朽

化調査を実施の上、長寿命化計画を策定しております。 

 次に費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化ですが、浸水防護効果の算定単価で

ある、家屋１㎡あたりの評価額が事前評価時の１３万３千円から事後評価時には１７万８

千円に増加しております。 

 ここで、この費用対効果分析の算定基礎に係る南委員からの御質問にお答えいたします。 

 恐れ入りますが、資料４の３ページを御覧ください。 

 このうちの２つ目の御質問です。 

 御質問の内容は、浸水防護効果の算定単価を算出する際の対象となる家屋数と海岸から

何ｍ陸域がその防護範囲の対象となるのか。とのことですが、対象となる家屋数は４５軒で

範囲は海岸から２０ｍから３０ｍ程度の陸域となってございます。 

 では、調書の３‐２、２ページにお戻りください。 

 事業効果の発現状況についてです。 

 金銭価値化が可能な効果としましては、人工リーフと離岸堤の整備により、家屋や公共土

木施設などの波浪に伴う浸水被害が軽減され、その浸水防護効果は年間で２億７６００万

円となります。 

 次に事業効果に関するアンケート結果ですが、アンケートは、事業実施により防護される

集落にお住まいの方のほか、その近隣の方、人工リーフ周辺で漁業を営む方を対象に実施し

たものです。 

 最初に必要性についてのアンケートでは、「必要であった」「おおむね必要であった」の割

合が合わせて約７４％となっております。 

 達成度に関するアンケートでは、「被害がなかった」が約８６％となっております。また、

その他の効果に関するアンケートでは、４６．７％の方から「恐怖感が減った」など、事業

目的以外の効果があったと回答いただいております。 

 ここで、この事業効果に係る森洋委員からの御質問にお答えいたします。 

 資料４の１９ページを御覧ください。 

 １つ目の御質問です。 

 御質問の内容は、整備前後で越波量や浸水域等を検証できる観測データがあるか。との御

質問でございますが、整備前後の観測データはございません。 

 なお、整備前の越波状況については確認しており、評価調書の添付資料、６ページ、恐れ

入りますが、そちらに戻っていただきたいのですが。評価調書の、当課の評価調書の一番最

後のページでございます。 

 この６ページの中段右の写真のとおり、整備前は波が護岸を大きく越えていることが分

かるかと思います。 

 では、改めまして、この資料の２ページにお戻りいただきたいと思います。 

 続きまして、費用便益比について御説明いたします。 
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 平成２１年度の事前評価時には、Ｂ／Ｃは２．３１でございましたが、今回評価時では２．

６７と増加しております。詳しい算定内容につきましては、添付資料の４ページに記載して

おりますが、評価年の違いによる現在価値化の係数の変動のほか、先ほど触れました家屋１

㎡あたりの評価額の増加によるものであり、今回の算定結果は総費用が約２７億円、総便益

が約７２億円となっております。 

 次に調書の２ページの最下段の事業により整備された施設の管理状況についてですが、

これまで、施設の損傷が生じていないことを定期的な巡視で確認しているほか、管理状況に

関するアンケートでも、「適切」「おおむね適切」が合わせて５２％になっており、適切な管

理状況下であるものと判断しております。 

 次に３ページを御覧ください。 

 事業実施による環境の変化についてです。 

 まず、環境影響への配慮の効果・発現状況ですが、この工事の実施にあたっては、事前に

漁業者との調整を行ったほか、人工リーフの使用資材であります大型の石材については、海

中に投入する前に泥などの付着物を除去するために陸上において洗浄したものを使用し、

水質汚濁を防止いたしました。現在、人工リーフには、海藻類が繁茂し藻場が形成されてお

ります。 

 環境変化に関するアンケート結果では、「波が護岸にぶつかる音や振動がなくなった」「砂

浜が広くなった」など、環境が良くなったとの回答が得られております。 

 次に３のまとめです。 

 改善措置の必要性についてですが、まず、認知度に係るアンケートでは、約７５％の方に

事業を御承知いただいていることが確認できました。 

 ここで、この認知度に係る南委員からの御質問にお答えいたします。 

 再び資料４の３ページをお開きいただきますでしょうか。 

 ここの１つ目の御質問です。 

 内容としましては、ワークショップの参加者数と認知度が高いワークショップ以外の要

因についての御質問でございます。 

 まず、ワークショップの参加者ですが、平成２２年度にワークショップを３回実施したと

ころ、延べ７０名の方に御参加いただいたものです。認知度が高い要因としましては、地域

の全世帯及び漁業関係者にワークショップの開催案内を配布したこと。工事を発注するた

びに工事内容のチラシを配布したことのほか、地元の小学生やその保護者を対象に人工リ

ーフの役割などの勉強会を開催したこと。これらにより認知度が高まったと考えておりま

す。 

 では、資料Ｒ３‐２の３ページにお戻りください。 

 改善点に関するアンケートの結果ですが、「改善点がある」が約２５％、「改善点がない」

が約２３％でございました。「改善点がある」と回答があった方からは、「ブロックをもう少

し高く積んでほしい」との意見をいただいております。 
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 ここで、再びまた、改善点に係る、森洋委員からの御質問にお答えしますので、恐れ入り

ます、資料４の１９ページを御覧ください。 

 ２つ目の御質問です。 

 内容としましては、人工リーフのブロックをもう少し高く積んで欲しいとの意見の理由

についての御質問でございます。 

 人工リーフの構造決定にあたりましては、ワークショップにおいて参加された方から、

「景観が悪化する懸念があるので、ブロックはできるだけ水面から出さないで欲しい」との

意見と、「守られていると安心できるので、ブロックを水面から出して欲しい」との意見が

ありました。 

 これら意見の折衷案として、満潮時にはブロックがほぼ見えず、干潮時には見える構造と

し、ワークショップ参加者の皆様の同意を得たところです。今回、アンケートで寄せられた

「ブロックをもう少し高く積んで欲しい」との意見には、理由が付されておりませんでした

ので、真意は確認できていませんが、より安心感が欲しいとの理由ではないかと推察してお

ります。 

 では、資料３‐２の３ページにお戻りください。 

 続いて、再度の事後評価の必要性についてですが、全体として、事業目的は達成している

と判断し、再度の事後評価は必要ないものと考えております。 

 次に今後に向けた留意点ですが、同種事業の計画・調査のあり方につきましては、海岸保

全施設整備による効果が十分発現しており、地域住民や漁業者にも効果を認識していただ

いていることから、これまでと同様に地元の声を反映しながら、越波等、海岸の課題に適切

に対応するよう事業計画を策定していきたいと考えております。 

 事業評価手法の見直しにつきましては、農林水産省、国土交通省による海岸事業の費用便

益分析指針に基づき、適切に便益、費用を算出しており、事業評価手法の見直しは必要ない

と考えております。 

 同種事業の内容、手法等のあり方につきましては、アンケートで「ブロックをもう少し高

く積んで欲しい」という意見があったことから、同種事業の構造について漁業者や地域住民

との協議、打ち合わせにおいて、完成予想図をより具体的に示すなどして、理解を深めてい

く必要があると考えております。 

 次のページをお開きください。 

 今回、実施したアンケート結果をこのページから３ページまで記載してございます。 

 アンケートは、事業実施により防護されることとなる方８３名、この近隣の方３７名、人

工リーフ周辺で漁業を営む方７１名の合計１９１名を対象に実施し、回収率は７１％とな

っております。詳細につきましては、時間の関係から省略させていただきます。 

 次の４ページは、費用対効果分析説明資料、５ページ、６ページは、状況写真を添付して

おります。 

 大畑漁港海岸の説明は以上となります。 
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（阿波委員長） 

 ありがとうございました。 

 ただ今の説明について、委員の皆様方から御質問、御意見がありましたらお願いいたしま

す。 

 まずは、事前に質問をいただいておりました森委員の方から、先ほどの担当課からの回答

でいかがでしょうか。 

 

（森洋委員） 

 なかなか効果が難しいなと思っていて、人工リーフとか。今の状況は、民家の方に越波し

ていないのかとか。その、確かに写真をいえばそうだと言われればそうなのかもしれない。

なかなか評価は難しいなっていうのは、認識したということと。 

 あとは、人工リーフが見えた方がいい、見えない方がいいというのは、あるんだなという

のが正直、そういうものなんだというのを認識したということです。 

 回答になっていませんけども、そういうものだなと、そういうものを作ろうと、私自身も

考えた方がいいかなと思ったということです。 

 以上です。 

 

（阿波委員長） 

 その他、委員の皆様方から御質問や御意見がありましたらお願いします。 

 どうぞ、樺委員。 

 

（樺委員） 

 すみません、何か事前に気づけば良かったなと思ったんですけど。 

 公共事業評価調書の１ページ目のところにあります総事業費が、平成２１年計画時にお

いて、２３億７千万だったのが、最終的に１８億２３００万ですか？減りましたと。 

 それで、それを踏まえて、先ほど御説明があった費用対効果分析でよろしいので、費用項

目が、総事業費５億円減っているにもかかわらず、増えているみたいなんですね。 

 維持管理費も負担したところで増えているのかなと思うんですが。何か、５億円、事業費

が減っているのに、費用項目のところの費用のところが５億円増えている、これについて、

もう少し何か分かれば教えていただきたいと思います。 

 

（漁港漁場整備課） 

 漁港漁場整備課 成田です。 

 御質問内容は、費用便益比で実績の整備費用が少なくなったにもかかわらず、事後評価時

の総費用が増えているのはなぜかということでございますが。 



19 

 

 事業評価において総費用を求めるにあたっては、国のマニュアルに基づいて、毎年４％の

社会的割引率を乗じております。 

 例えばですが、具体的な例を挙げて説明させていただければ、５年前の費用が１００万円

だとすると、その１年後には、社会的割引率４％加算し、つまり、１．０４を乗じた１０４

万円になります。２年後には、更に１．０４かけて約１０８万円になります。５年後には、

１．０４の５乗である１．２２を乗じますので、１２２万円となりまして、このように費用

を投じて整備した年と評価した年が離れるほど、総費用が増えるという分析結果になるマ

ニュアルになっております。 

 

（樺委員） 

 それは、勿論分かっているんですけど。 

 私、計算したわけじゃないので何とも言えないんですが、５００万減って割引化して、要

するに２千万増えているという、そういうイメージですよね。ちょっとそれは、さすがに。 

 だから、維持管理費を含めているというのであれば、分からなくはないんですけど。さす

がに割引を可視化して、一気に２千万円増えましたというのは、さすがにちょっと説明に無

理があるんじゃないかと思いますが。 

 いかがでしょう。 

 

（漁場整備課） 

 私共は、マニュアルに基づいて国が示して様式に沿って算定しますとこのようになって

しまって。 

 例えば、最初の年に投じた、平成２２年に投資した金額につきましては、社会的割引率が

１１年前になりますので、１．０４の１１乗になりまして、現在価値化しますと１．５倍に

なります。順次、１０年前は１．４８倍、９年前は１．４２倍というふうに、かなり高い値

で計算されますので、整備に６年かけておりますが、平均的な値として３年目、４年目、今

から８年前、９年前をみますと、１．４倍になるという計算式とマニュアルでは定められて

おります。 

 

（阿波委員長） 

 どうぞ。 

 

（樺委員） 

 計算してそうなるというのであれば、それはそうなると思うんですけど。 

 これ、別に、折角費用、マニュアルでそうなるというのは、おそらく、この費用対効果分

析をもう少し計算するための資料を見れば、おそらくそうなるだろうということだと思い

ます。 
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 確かに、費用便益比で２．６、別にそれは特段問題があるところではないとは思うんです

けども。ちょっと、費用項目が、大分前にとられたものを現在価値化しているからそうなっ

たということなんですけど。もし、今後ですけど、もう少し細かい説明資料をもし付けてい

ただけるのであればお願いしたいなと思います。 

 以上です。 

 

（阿波委員長） 

 これも、多分、昔から、この委員会でも出てきていたことかと思うんですが、この事後評

価において、費用対効果分析、どういうふうに扱うかということにもなってくるかなと思い

ますので、あくまでのこの委員会の中の事後評価としては、金銭価値化ができないような、

そういった効果も含め、できないものも含めて総合的に評価していくということで、あまり

この費用と効果のＢ／Ｃ等に左右されないで、もう少し俯瞰的に事業効果について御審議

いただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 他、委員の皆様から何か御質問がありましたらお願いいたします。 

 よろしいですか。 

 それでは、大分、時間も過ぎてしまいましたので、最後になります、港湾空港課からお願

いいたします。 

 

（港湾空港課） 

 港湾空港課 整備推進グループの岡と言います。座って説明させていただきます。 

 それでは、事後評価調書の整理番号Ｒ３‐３の説明をいたします。 

 まず、本日の配付資料にもあります資料４にあります南委員、森洋委員の質問につきまし

ては、該当する項目のところで説明させていただきたいと思います。 

 それでは、調書に基づき、事業概要から説明いたします。 

 事業種別は港湾事業、事業名は港湾改修事業（港整備交付金事業）、箇所名といたしまし

ては、尻屋岬港の第２ふ頭地区、東通村にございます。 

 事業主体、管理主体は共に青森県、事業方法につきましては交付金事業、財源、負担区分

につきましては、国が４０％、県が４７．５％、市町村が１２．５％となっております。 

 事業の背景・必要性につきましては、尻屋岬港は昭和２６年に避難港に指定されておりま

して、背後に石灰石の鉱山があるということもありまして、セメント工場や石灰石採掘企業

が立地している港湾です。 

 セメント、石灰石の搬出やセメント製造の熱源料となる石炭、コークス等の搬入に利用さ

れております。平成６年に船舶の大型化や石炭等の輸入増加に対応するべく、新たに５千ト

ン級の岸壁、これが水深マイナス７．５ｍになりますけども、こちらを供用開始し、効率的

な取扱いが可能となったところではありますが、港内静穏度及び避泊可能水域が十分確保

されていないことから、当該防波堤を整備しております。 
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 主な事業内容でございますが、下の写真と平面図を御覧いただきますと、防波堤東、こち

らがＬ＝２００ｍ。こちらは、既存の防波堤を伸ばす形で２００ｍほど整備しております。 

 左の方にあるのが防波堤（西）、こちらがＬ＝２２０ｍで、沖合にあるということでは、

通称、沖防波堤という形になっております。 

 続きまして、想定した事業効果でございますが、金銭価値化が可能な効果としまして、 

 １番、輸送費用の削減、これは海上輸送費用の削減と陸上輸送費用の削減となっておりま

す。 

 ２番としまして、避難港の整備による海難損失の減少、あと、その他の効果としましては、

２号岸壁の取扱い可能な貨物総量が増加するというのと、避難港整備による操船者の心理

的負担が軽減するといったものがございます。 

 続きまして、事業の実施経過でございますが、事業着手が平成４年度、工事着手が平成６

年度、事業完了が平成２８年度となっております。 

 公共事業評価の実施時期でございますが、表の方にはちょっと記載ができなかったんで

すが、下の特記事項を見ていただくと分かるんですけども、平成１３年も再評価の方を行っ

ておりまして、平成１３年、１８年、２３年の３回、再評価を受けております。 

 内容としましては、全て対応方針としては継続となっておりまして、附帯意見に関しまし

ては、平成１８年度の再評価の時に附帯意見、県内地方港湾の中では最大の物流拠点港と位

置づけられている。今後、より一層のポートセールスに努め、利用者の増加を目指すことが

必要である。と附帯意見をいただいております。 

 平成２３年度の再評価においては、附帯意見はなしということになっております。 

 総事業費に関しましては、最終実績といたしまして、３９億７２００万円となっておりま

す。 

 事業費の減につきましては、事業精査及びケーソン製作の効率化によるものとなってお

ります。 

 それでは次のページになります。 

 事業完了後の状況になります。 

 社会経済情勢等の変化ということなんですけども、東日本大震災復興事業の完了、大間原

発建設工事の休止等により、セメント需要が低迷してきているということになっておりま

す。最近５か年の貨物実績、こちらはセメントになるんですけども、記載しておりますが、

平成２８年、２９年あたりですと、３０万トンぐらいあったんですが、令和２年だと６万ト

ン弱というような貨物の実績となっております。 

 続きまして、費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化ということなんですけども、

こちらの方は、費用対効果分析手法におけるマニュアル「港湾投資の評価に関する解説書２

０１１」の避難港整備に関する改訂というマニュアルにて、避泊便益の算定に使用する年間

荒天回数、損傷区分別発生比率及び損失項目別の期待損失額の数値が変更となっておりま

す。 
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 続きまして、事業効果の発現状況になります。 

 金銭価値化が可能な効果といたしましては、輸送費用の削減や避難港整備による海難損

失の減少がございます。 

 こちらにつきまして、費用対効果分析の方も行っているんですけども、こちらに関しまし

て、南委員の方から御質問の方がございましたので、申し訳ございませんが、資料の４の４

ページですね。南委員の質問の方がございます。 

 まず、質問の１番目なんですけども、費用対効果分析説明資料の６ページのところにある

残存価値の数字が６７００万というのと、あと、表の方が６８００万ということになってい

まして、どちらが正しい数字ですか？ということで、こちらに関しまして、資料の方に一式、

次のページの方に添付資料という形で付けております。 

 そちらの、まず、１３ページ、１４ページになるんですけども、一番分かりやすいのは、

１４ページの方になります。こちらの表の方に残存価値というのがありまして、上の方に残

存価値が６８００万と書いてあったんですけども、この下の表のところに、従前の資料であ

れば、残存価値が６７００万ということになっておりましたので、こちらは四捨五入の関係

で数字が違っていたということがありましたので、６８００万というふうに修正させてい

ただいております。 

 あと、それに伴いまして、細かい数字の方、再度チェックをいたしましたところ、四捨五

入端数処理だったり、再評価時の考えをそのまま用いた数字等がございまして、事後評価と

いうこともありますので、なるべく実績の数字を使いたいということで、一部修正しており

まして、それらは赤の数字となっております。 

 例えば、１３ページのところにあるんですけども、便益の真ん中あたりですね、便益算定

根拠のところで、幾つか変更点がございまして、令和３年から７年は、それぞれ推計値を使

うとか、そういう細かいところを修正いたしております。 

 結果といたしましては、１４ページの下のところになるんですけども、便益の方が４．５

３という数字になっておりまして、差し替えのほうでは０．１ほど増加しているということ

になっております。 

 続きまして、４ページの方に戻っていただいて、質問の２番目になります。 

 海難回避便益が３５８億となっておりまして、前回の再評価時より約５倍になっている

ということになっておりまして、こちらの理由が、防波堤の設置により、避難水域が増え、

船舶の大きさや数が増えたことによるものでしょうか？前回評価にはなく、追加された評

価項目はありますか？という質問なんですけども、今回の便益の増加に関しましては、海難

回避便益については、費用対効果、下の回答の（２）になります。海難回避便益につきまし

ては、費用対効果分析手法におけるマニュアル「港湾投資の評価に関する解説書２０１１」

に避難港整備に関する改訂がございまして、避泊便益の算定に使用する年間荒天回数、損傷

区分別発生比率及び損失項目別の期待損失額の数値が変更され増加しております。それに

伴い、避泊便益が再評価時、平成２３年ですね。より大幅に増加しているということになっ



23 

 

ております。 

 その他、前回評価にはなく、今回、追加された評価項目というのはございません。という

ことになっております。 

 ３つ目の質問に関しましては、アンケート結果に基づくものですので、その項目の時に回

答を説明したいと思います。 

 それでは、調書の方に戻りまして、アンケートによる必要度等の説明に入りたいと思いま

す。 

 まず、必要度に関しましては、「必要であった」「おおむね必要であった」というのが約７

割でございまして、必要と認めているという結果になっております。 

 その下、達成度・安全なんですけども、安全に関する達成度に関しましては、５５％が「達

成」「おおむね達成」という結果になっております。「達成されていない」「あまり達成され

ていない」という意見も１１％ほどありました。 

 荒天時避難に関する達成度に関しましては、３２％が「達成」「おおむね達成された」と

いうふうになっております。２９％が「あまり達成されていない」「達成されていない」と

いう意見になっております。理由といたしましては、「荒天時では、まだまだ波を抑えきれ

ていない」という意見もありました。 

 ここで、南委員の３点目の質問になります。 

 資料４の４ページになります。 

（３）事後評価のアンケート結果により、荒天時の利用や安全度の向上等、改善されている

との意見がありますと。その一方、避難船舶を見かけない。荒れる前に港内より避難すると

防波堤の方が見られないような意見が散見されますと。このアンケート以外に想定した事

業の効果、特に避難港整備による海難損失の減少に関するヒアリング、あるいは調査等の実

施事例はありますか？ 

 質問の２番目のところに便益の割合が高く、その効果を示すデータが弱いと感じます。さ

らなる「荒天時での利用や避難港としての機能」をＰＲして、利用促進を目指してほしい、

という質問なんですけども。 

 これらに関する回答が下の（３）になります。 

 避難船舶についての実績というのはありませんが、近年は気象・海象予測技術及び情報伝

達技術の発展により、ほとんどの船舶が荒天時に敢えて暴風圏に侵入せずに安全圏で待機

する等の気象・海象予測に基づく避難行動をとっているため、避泊実績が発生しにくいと考

えております。 

 事後評価のアンケートの他には、背後に立地するセメント工場や石灰石採掘企業２社と

港湾荷役作業を行っている１社の計３社にヒアリングを行っております。 

 防波堤整備前と比較して、荒天時の使用回数が増えており、越波による係留中の船舶事故、

施設の損害や被害は発生していないと、荒天時の利用頻度が上がることの意見をいただい

ております。 
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 利用促進のＰＲにつきましては、尻屋岬港を主に利用している背後立地企業２社に避難

船舶があった場合は優先してくださいというふうに申し入れを行っております。 

 また、国土交通省と調整を図りまして、避難港としての情報提供について、平成２９年度

から国土交通省のホームページにおいて、全国避難港情報ポータルサイトというものを公

開しておりまして、情報提供を行っております。 

 ただし、ヒアリング及びアンケート調査でも実際に避難している船舶を見たことがない

というような意見もあったため、今後は、県のホームページにも記載するなど、より一層、

荒天時での利用や避難港としての機能をＰＲして利用促進に向けて努めていきます。とい

う回答となっております。 

 それでは、調書の３ページ目になります。 

 事業により整備された施設の管理状況ということでアンケートをとっております。 

 結果ですが、「改善点がある」が３１％、「改善点がない」が２２％、「どちらとも言えな

い」が５７％となっております。 

 管理に関しましては、「適切」「おおむね適切」の合計割合が３３％ということで、「適切

でない」等が８％なんですけども、防波堤の管理ということ自体が、イメージがつかなかっ

たので、「どちらとも言えない」「よく分からない」という回答が多くなったのではないかと

いうふうに考えております。 

 続きまして、下、事業実施による環境の変化ですが、こちらの方に関しましても、「どち

らとも言えない」「よく分からない」というのが７７％という結果になっております。 

 こちらに関しましても、防波堤の整備した実態というのが実感しにくいのかなというふ

うに考えております。 

 そうすれば、３のまとめとなります。 

 その前に差替え版ということで付けているんですけども、１つが事業効果の発現状況等

にその他の効果ということで、「釣りを楽しむ人が増えた」という記載を当初の資料ではし

ていたんですけども。こちらの方ですね、事業の趣旨とは合致していないということもあり

ますので、今回の調書からは削除させていただきたいということで、「釣りを楽しむ人が増

えた」という箇所を削除しております。 

 そうすれば、３のまとめの説明をします。 

 改善措置の必要性なんですけども、アンケートの結果では、「改善点がある」が３１％、

「改善点はない」が１２％、「どちらとも言えない」が５７％となっております。 

 意見としましては、防波堤の嵩上げや増設が必要といった意見があります。 

 また、「どちらとも言えない」「分からない」という回答に関しましては、漁業従事者の比

率が高いということがありまして、改善のイメージができていなかったというものかなと

考えております。 

 再度の事後評価の必要性なんですけども、荒天時避難では達成されていないという意見

もありますが、事業効果の発現状況にあるとおり、防波堤整備により荒天時でも入港、荷役
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が可能となり、暴風時にも波が抑えられていることから、全体として事業目的は達成されて

いるということで、再度の事後評価は必要ないというふうに考えております。 

 ここで、森委員の事前質問の回答を説明させていただきます。 

 資料４の２０ページになります。 

 質問としましては、３、「まとめ・再度の事後評価の必要性」の中で整備前と比較して荒

天時にも入港・荷役が可能になり、強風時による高波が低くおさえられているとの記載があ

るが、整備前後で入港・荷役の稼動率や高波等の観測データがあるのか？という質問に対し

まして、回答といたしましては、防波堤整備前後での入港・荷役の稼動率や高波等の観測デ

ータはありませんが、背後に立地するセメント工場や石灰石採掘企業２社と港湾荷役作業

を行っている１社の計３社にヒアリングを行いまして、また、物流に関するアンケート調査

も行っております。 

 ヒアリングやアンケートの結果、防波堤整備前と比較して、荒天時でも入港・荷役が可能

になり、入港までの沖待ちの回数が減り、強風による高波が低く抑えられている。という意

見が多数あったことから、このように判断しております。 

 それでは、調書の説明の方に戻ります。 

 今後に向けた留意点ですが、同種事業の計画・調査のあり方に関しましては、整備効果が

発現した時点での整備効果に関するアンケート調査が重要であると。 

 事業評価手法の見直しに関しましては、当該事業は、「港湾整備事業の費用対効果分析マ

ニュアル」により、適切に費用及び便益を算出していることから、事業評価手法の見直しは

必要ないと考えております。 

 同種事業の内容・手法等のあり方に関しましては、アンケートやヒアリングを実施し、回

頭水域や船舶の大型化に関する意見等の確認をしながら進めると良いのではないかという

意見であります。 

 次のページからは、アンケートの詳細な結果になりますけども、時間の関係から省略させ

ていただきます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 

（阿波委員長） 

 ありがとうございました。 

 ただ今の説明について、御意見、御質問がありましたらお願いします。 

 森委員、いかがでしょうか。先ほどの担当課の方の回答に対しまして、何かコメントがあ

りましたらお願いいたします。 

 

（森洋委員） 

 いや、特段ないですけど。 

 状況は分かりました。だからこそ、その中で、いわゆる具体的な観測データがないにして
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も、静穏回数が多かったり、だから便益算定根拠が入って便益が上がっているということで

いいんじゃないかなというふうに思いました。 

 以上です。 

 

（阿波委員長） 

 ありがとうございます。 

 その他、委員の皆様から御質問、御意見ありませんでしょうか。 

 私から１つ、よろしいでしょうか。 

 調書の１枚目のところで、「想定した事業効果」の、防波堤の整備による２号岸壁の取扱

い可能な貨物総量の増加と避難港整備による操船者の心理的負担の軽減。この、「その他の

効果」については、何か今回の事後評価においては、どのように評価されたのか、ちょっと

分からなかったので教えていただけないでしょうか。 

 表紙のところの「その他の効果」、２つございますよね。防波堤の整備による取扱い可能

な貨物総量の増加ということと、２つ目の船の操船者の心理的負担軽減ということについ

て、事後評価の中でどのように取り扱われたのか、教えていただければと思います。 

 

（港湾空港課） 

 こちらに関しましては、金銭価値化ができないけども、ヒアリングでこういう意見があっ

たということと。 

 あと、上の方に関しましては、貨物が今後、ここで扱うことが可能になってくるというこ

とで、実績等、実際の貨物の実績から金銭価値化をしてはいないんですけども、ここもこう

いうのが考えられるという。 

 

（阿波委員長） 

 実際、増えているものは何ですか。取扱い用途。 

 

（港湾空港課） 

 そうですね。新しい岸壁に関しましては、比率の方が８割ぐらいシフトしていっています。 

 

（阿波委員長） 

 この２つ目の心理的な負担というのも、アンケートから？ 

 

（港湾空港課） 

 そうですね。これは、ヒアリング結果から、ある程度、荒れてきても、防波堤の中に入れ

ば静穏であるということで、ヒアリング結果になっております。 
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（阿波委員長） 

 分かりました。 

 ありがとうございます。 

 その他、何か、委員の皆様方からコメント、御質問、ありますか。 

 よろしいですか。 

 それでは、以上、事後評価の評価結果について、担当課から御説明いただきました。 

 ここで一旦、休憩をとりたいと思います。 

 １０分、休憩としたいと思います。 

 ２時３２分だと思いますので、２時４５分から後半、開始したいと思います。 

 一旦、休憩に入ります。 
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（阿波委員長） 

 それでは、皆様、お戻りのようですので、引き続き審議を進めたいと思います。よろしく

お願いします。 

 続きまして、議事の３になります。 

 事後評価に関する意見書のとりまとめになります。 

 本日、お配りいただいております資料の５を御覧ください。 

 １枚目が表紙となります。「青森県公共事業の事後評価に関する意見」の案となっており

ます。 

 めくっていただきまして２枚目が目次となります。 

 めくっていただきまして、ページ番号が振ってあります。１ページ目と２ページ目が、事

後評価の対象３事業の選定理由、県の評価結果の概要、それと、この後、御審議いただきま

すが、個別事業に係る委員会の意見の欄となっております。 

 最後の３ページ目にこの審議委委員会の委員の名簿と、これまでの審議の経過が記載さ

れております。 

 それでは、ページ番号、１ページ目、２ページ目にお戻りください。 

 ３つの事後評価の結果、県の評価結果につきまして御説明いただきましたが、最終的にこ

の委員会として、審議委員会の意見をコメントとして付けるかどうか。付けるとすれば、ど

のような内容の文言とするかということについて整理して審議していきたいと思います。 

 まずは、委員の皆様方から御意見がありましたら、どうぞお願いいたします。この調書を

見ていただきまして、県の評価結果の概要のところが、先ほどの事後評価の調書、これに基

づき県の方で概要を記述していただいております。それを踏まえて、審議委員会の意見を付

すかどうかということについて、御意見がございましたらお願いいたします。 

 少しお時間をとって見ていただいて構いません。 

 いかがでしょうか。 

 何か皆様方からコメントありましたらお願いいたします。 

 どうぞ、お願いします。 

 

（森（淳）委員） 

 ため池等整備事業についてなんですけども。 

 個別の手代森地区に対してではなくて、したがってこの委員会としての意見ということ

ではないんですけども。ため池特措法によって、今、整備が急激に進んで、あるいは開発さ

れるといった工事が、今、全国的に行われていると。青森県の状態が、状況がどうかは分か

っていないんですけども、それに従って、本来もっていた生態系保全機能、これも相当失わ

れているんじゃないかなというふうに考えています。 

 それで、このため池の整備を進めるとともに、環境に対する配慮、これについても、県の
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農業農村整備担当部局として、何らかの状況把握なりをした方がいいんじゃないかなとい

うことを考えておりまして、今ここで言うべき話とはちょっとずれているんですけども。お

考えがもしあればお聞かせいただければと思います。 

 

（阿波委員長） 

 担当課の方から何かコメントございますか。 

 この個別事業に関することではないということですが、事業全体として、そういったこと

について何かお考えがあればということかと思います。 

 

（農村整備課） 

 ため池の整備につきましては、今回、御説明させていただきました手代森地区もそうなん

ですけども、希少な動植物があれば、工事を実施する前に一度他のところに移して、工事を

した後にまた戻すとか。 

 堤体等についても、全てコンクリート製品等にするのではなくて、そこの地域にあった植

生とか、そういうのを念頭において工事は進めていくようにはしております。 

 よろしいでしょうか。 

 

（森（淳）委員） 

 現実問題として、現場で非常に難しい、困難だということは承知しているんですけども。

一旦、移植してまた戻して、それが果たして定着しているかといったモニタリングや、じゃ

あ、それを誰がどんなお金でやるのかという大きな問題があることは承知していますけど

も。全部のため池は、することはできないとは勿論思うんですが。何か、特に注目すべきた

め池では、こんなことをやっていますよ。そういう成果を１つでも２つでも作って、それが

先ほど申し上げたような環境公共としての農業農村整備を打ってでる、そういう後押しに

もなるんじゃないかなと考えていますので、御検討いただければと思っております。 

 それに関しては、官学連携ではないんですけども、我々大学の方でも協力できることはし

たいと思っておりますので、また、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

 

（阿波委員長） 

 ありがとうございます。 

 今後の事業の推進において参考にしていただければと思います。 

 よろしくお願いします。 

 その他、いかがでしょうか。 

 委員の皆様から何かコメントございますか。 

 よろしいですか。 
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 それでは、今回のこの事後評価の結果に対する委員会の意見というのは、特にこの３つの

対象事業については、コメントを付さないということでよろしいでしょうか。 

 それでは、そのようにこの意見書をとりまとめたいと思います。この公共事業再評価等審

議委員会の意見については、コメントを付さないということでとりまとめたいと思います。 

 それでは、本日、お配りいただきました資料の原案どおり、事後評価に関する意見書を提

出したいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、こちらの事後評価の意見書につきましても、再評価と同様に委員の皆様には、

最終形での意見書をお送りいたしまして、その内容を確認いただいた上で準備が整い次第、

私と委員長職務代理者である大橋委員から知事に意見書を提出したいと思います。よろし

くお願いいたします。 

 以上が議事の３となります。 

 続きまして、議事の４になります。 

 来年度の事後評価の対象事業の選定になります。 

 まずは、選定の考え方等について、事務局から説明をお願いいたします。 

 

（事務局） 

 それでは、来年度、令和４年度の事後評価対象事業選定の考え方について御説明申し上げ

ます。 

 お配りしてあります、「平成２９年度完了事業一覧」、を御覧いただきたいと思います。 

 平成２９年度の完了事業は、ここに記載しております５５事業になります。 

 このうち、資料の右肩部分に記載しております、事後評価を実施する事業を選定する際の

「選定基準に合致する部分」が、濃い黄色の部分となります。 

 再評価時に附帯意見を付された箇所は、全て対象となりますが、平成２９年度完了事業に

おいては１事業、一番最後の、５５番の道路改築事業が１つございます。 

 それ以外の選定基準といたしましては３つありまして、１つ目は再評価を実施したもの。

２つ目に事業費や事業期間について計画と実績の差が大きいもの。３つ目といたしまして、

その他の理由があるもの。例えば、事業費が大きく、同種事業のモデルとなるような事業な

ど。というものがあります。 

 １から３までに該当する事業が多くある場合は、各課２事業までとしておりますので、各

課が最終的に選定候補としたものは薄い黄色で着色している事業になっております。 

 この薄い黄色で着色した選定候補を一覧表にまとめたものが次にあります「令和４年度

選定候補一覧」で、２枚ほどでまとめており全部で１１事業ございます。箇所ごとに具体的

な事業内容を記載しているのが、その次にございます「公共事業事後評価選定候補調書」で

す。 

 調書の内容につきましては、担当課の方から御説明させていただきます。 
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 時間もありますので、簡潔に御説明いただければと思いますので、よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

（阿波委員長） 

 それでは、担当課の方から順番に説明をお願いいたします。 

 できるだけ簡潔に説明をお願いできると助かります。よろしくお願いします。 

 

（林政課） 

 林政課治山・林道グループの開米と申します。よろしくお願いいたします。 

 座って説明させていただきます。 

 まず、林政課所管の候補、２か所について説明いたします。 

 はじめに、選定候補調書の差替えについて説明いたします。 

 本日、配付の資料に差替え資料が添付されております。最後の方の２枚が林政課所管の選

定候補調書で、整理番号がＲ４‐２番とＲ４‐７番、２枚になります。 

 訂正箇所につきましては、その該当する項目の時に説明いたします。 

 それでは、差替えの方の資料によりまして説明していきます。 

 選定候補調書の１枚目、整理番号Ｒ４‐２番です。 

 事業種別は治山事業、事業名は予防治山事業、箇所名は新郷村の温泉沢地区です。 

 事業主体は青森県です。管理主体は青森県です。 

 送付済みの資料につきましては、新郷村と記載しておりました。訂正してお詫び申し上げ

ます。 

 事業方法は交付金事業です。財源、負担区分は国が５０％、県が５０％です。 

 事業の背景・必要性は、平成２３年９月の豪雨によりまして、林地崩壊が発生して、下部

の水路、温泉施設に土砂が流出しました。このため、被災斜面を直接整備する山腹工を施工

し、地域の安心・安全を確保するものです。 

 主な事業内容は、崩壊斜面を直接整備する山腹工０．２８㏊です。 

 主な工種は、事業概要図、右下に記載している簡易吹付法枠工となります。 

 想定した事業効果は、金銭価値化が可能な効果として、林野庁の林野公共事業における事

業評価マニュアルに基づきまして、評価項目が山地保全便益とし、治山事業の実施により雨

水流下に伴う浸食による表土の流出を抑制する土砂流出防止便益と山崩れによって短時間

に大量に流出する土砂を抑制する土砂崩壊防止便益を評価しています。 

 事業の実施経過は、事業着手及び工事着手が平成２５年度、事業完了が平成２９年度です。 

 公共事業評価の実施時期は、当初計画は平成２５年度に作成し、事業期間を２５年の１年

間。総事業費３千万円です。 

 最終実績は、事業期間が平成２９年度まで、総事業費が１億１３００万円です。 

 計画変更の実施時期は、平成２６年度に事業期間の延長と、総事業費の増額について計画
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変更しています。 

 特記事項としては、計画変更の内容として、事業箇所の隣接斜面が降雨により拡大崩壊し

たことから事業区域と事業費の増、並びに事業期間を延長しております。 

 計画図の欄では、山腹工の施工区域について、送付済みの資料では、緑色と赤色で表示さ

れておりましたが、どちらも当事業による施工区域であるため、赤色に統一して修正いたし

ました。 

 続きまして、差替え資料の方、選定候補資料の２枚目を御覧ください。整理番号Ｒ４‐７

番です。 

 事業種別は治山事業、事業名は海岸防災林造成事業、箇所名は三沢市の織笠地区です。 

 事業主体及び管理主体は青森県です。事業方法は国庫補助事業です。財源・負担区分は国

が５０％、県が５０％です。 

 事業の背景・必要性は、平成２３年３月の東日本大震災の津波によりまして、海岸防災林

が流出・枯死する被害を受けたため、飛砂防備機能の回復を目的に防災林造成事業を実施し

たものです。 

 主な事業内容は、枯損木整理工７．２３㏊、砂の移動を防ぎ植栽木の生育環境を整える静

砂工が１万４９５１ｍ、植栽工が８．４４㏊などです。 

 想定した事業効果は、金銭価値化が可能な効果として、林野庁の林野公共事業における事

業評価マニュアルに基づき評価項目を潮害軽減便益と飛砂軽減便益の２項目として、各便

益の詳細については、記載のとおりとなっております。 

 事業の実施経過としましては、事業着手及び工事着手が平成２４年度、事業完了が平成２

９年度です。 

 公共事業評価の実施時期は、事前評価を平成２４年度に実施しており、当初計画は事業期

間が平成２４年度から３２年度まで、総事業費が９３００万円です。 

 最終実績は、事業期間が平成２９年度まで、総事業費が２億７８００万円です。 

 送付済みの資料につきましては、総事業費を２億円と記載しておりました。訂正してお詫

び申し上げます。 

 なお、ただ今の最終実績の総事業費を訂正したため、様式５の平成２９年度完了事業一覧

で全体事業費の実績欄の金額、また、その他欄の事業費の増加割合１１５．１％から１９８．

９％に訂正し、差替えをしております。 

 また、これと同様に様式６、令和４年度選定候補一覧の表の方ですけども、事業費の増加

割合を訂正し、差替えをさせていただいております。 

 続きまして、変更計画の実施時期は、記載のとおり２回実施しており、計画変更内容につ

いては、次の特記事項の欄に記載しています。 

 まず、東日本大震災の津波被害を受けまして復旧に着手しましたが、津波の浸水によりク

ロマツの枯損が急速に拡大し、事業量の増加と事業費の増額として第１回計画変更を平成

２５年度に行っております。その後、被災状況を再調査したところ、枯損割合が軽微であっ
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たことや自然復旧等により事業区域を縮小したことから、平成２７年度に２回目の事業費

と事業期間の見直しを行ったものです。 

 なお、特記事項欄の最後部分は、送付済み資料では、「見直しを」で途切れていますが、

正しくは、「見直しを行った」と表記したものが印刷設定で隠れたものとなっておりました。 

 以上で林政課の説明を終わります。 

 

（農村整備課） 

 続きまして、農村整備課です。 

 整理番号はＲ４‐１８番です。 

 事業種別は農業農村整備事業、事業名は農業水利施設魚道整備促進事業、箇所名等は三戸

町の上川原地区です。 

 事業主体は青森県、管理主体は三戸土地改良区で、事業方法は国庫補助事業です。 

 財源・負担区分は、国が５０％、県が５０％となっています。 

 次に事業の背景・必要性ですが、昭和３５年に災害復旧事業で整備された上川原頭首工に

は、左岸側に隔壁タイプの魚道が設置されていたものの、老朽化により隔壁が流出していた

ほか、河床が洗掘され、上り口と河床に大きな落差があり、魚類の遡上を妨げている状況に

ありました。 

 このため、魚道を整備し、河川環境と生態系の保全及び漁業資源の確保のため、早急な改

修が必要になっていたものです。 

 主な事業内容は、魚道工１か所となっております。 

 想定した事業効果は、金銭価値化が可能な効果はなく、その他として、魚類の移動経路が

確保され、河川環境及び生態系が保全される効果となっております。 

 当初計画時は、平成２６年度から２９年度までの実施で、総事業費９５００万円でしたが、

最終実績では、総事業費が１億３８００万円となっております。 

 計画変更の内容ですが、当初計画では、比較的川幅が広いため、全断面魚道としていまし

たが、対象魚のサクラマスが遡上する４月から６月に河川水位が低下して遡上ができない

ため、魚道内の水位を保てるアイスハーバー型魚道を追加したことにより、事業費が増とな

ったものです。 

 以上となります。 

 

（農村整備課） 

 続きまして、整理番号Ｒ４‐２５をお願いします。 

 事業種別は農業農村整備事業、事業名はため池等整備事業（用排水施設整備）です。箇所

名等は梅内地区、三戸町となっております。事業主体は青森県です。管理主体は三戸土地改

良区です。事業方法は国庫補助です。財源・負担区分は、国５５％、県３３％、市町村６％、

その他６％となっております。 
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 事業の背景・必要性です。本水路は、山腹部に位置していることや度重なる地震等、自然

的要因により開水路の側壁の損傷、水路橋のひび割、底版からの漏水等施設の機能低下が著

しく、用水路の通水能力に影響を与えている状況でありました。このまま放置した場合、水

路の崩落等により、下流の農地や農業用施設、農作物等に大きな被害を及ぼすおそれがある

ことから、改修することにより災害を未然に防止し、農業用水の安定供給を図るものです。 

 主な事業内容です。用水路工Ｌ＝１６８．０ｍとなっておりまして、内訳として、水路工

が１４２．１ｍ、水路橋が２５．９ｍとなっております。 

 想定した事業効果ですけども、金銭価値化が可能な効果としまして、（１）作物生産効果、

（２）維持管理費節減効果、（３）災害防止効果、（４）国産農産物安定供給効果の４つがあ

ります。この（４）については、土地改良事業による農用地や水利条件の改良等に伴い、受

益地域で維持・向上する国産農産物の安定供給に国民が感じる安心感の効果となっており

ます。 

 事業の実施経過ですけども、事業着手は平成２６年、工事着手は平成２７年、事業完了は

平成２９年でありました。 

 公共事業評価の実施時期なんですけども、事前評価時、平成２５年は、事業期間は平成２

６から平成３０年度まで。総事業費は６４００万円でした。 

 事後評価時、Ｒ４年では、最終実績で、事業期間は平成２６年から２９年、総事業費は９

１００万円となっております。 

 計画変更なんですけども、平成２７年度に計画変更を行っておりまして、事業期間は、当

初計画と同じく２６年から３０年、総事業費は１億円として計画変更しております。 

 計画変更の内容は、道路協議の結果、水路橋の構造変化に伴う事業費が増となったことに

よります。 

 以上です。 

 

（道路課） 

 続きまして、道路改築事業について、道路課から２件、説明いたします。 

 まず、選定候補調書の整理番号、Ｒ４‐３０番について御説明申し上げます。 

 事業種別は道路改築事業、事業名は国道改築事業、箇所名は国道２７９号、吹越バイパス、

横浜町から六ヶ所村までの事業となっております。 

 事業手法については、国庫補助事業で実施しておりまして、負担割合は国５５％、県４

５％の負担割合でございます。 

 事業の背景・必要性といたしましては、地域高規格道路「下北半島縦貫道路」、全長約６

８㎞でございますが、その一部をなす延長５．７５㎞のバイパス事業でございます。 

 完成２車線の自動車専用道路として整備しました。 

 主な事業内容は、計画延長５，７５０ｍ、車道計画幅員は７ｍ、路肩を含む全幅で１３．

５ｍとなっております。 
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 想定した事業効果は、金銭価値化が可能な効果として、走行時間短縮、走行費用の減少、

交通事故の減少、冬期の走行速度向上、防災機能の強化を計上しております。 

 金銭価値化ができないその他の効果としては、地域間連携の強化、産業・観光分野の支援、

救急医療ネットワークの向上、国家エネルギープロジェクトの支援を見込んでおります。 

 事業の実施経過でございますが、事業着手は平成２０年度、用地及び工事着手は平成２２

年度、事業完了は平成２９年度となっており、総事業費は９３億円となっております。 

 平成２６年度の再評価におきまして、事業期間、総事業費が当初計画時より増加、完成年

次も延期、延長して延伸しております。 

 理由といたしましては、隣接工区、北側の横浜南バイパスを平成２５年度に新規事業化し

ておりますが、これに伴って接続するインターチェンジの形状を見直しております。 

 また、冬期の気象状況の調査によりまして、防雪柵など、安全施設を追加したことにより、

事業費が増加となったものでございます。 

 個別の附帯意見はございませんでした。 

 この箇所につきましては、以上でございます。 

 次に整理番号Ｒ４‐３１番について御説明いたします。 

 事業種別は道路改築事業、事業名は県道改築事業、箇所名が栃棚手倉橋線 上横沢Ⅱ期工

区、新郷村での事業となっております。 

 事業種類につきましては、交付金事業で実施しておりまして、その負担割合は国６５％、

県３５％でございます。 

 事業の背景・必要性といたしましては、本路線は、三戸郡新郷村南部に点在する集落と国

道４５４号、第２次緊急輸送道路になっております国道４５号を連絡する区間でございま

すが、この区間が幅３．５ｍ、幅員狭小、急カーブ・急こう配区間であることから、このア

クセス向上を図るための道路整備をしたということでございます。 

 主な事業内容は、計画延長が１，３００ｍ、車道の幅員が５．５ｍ、歩道設置はなしで、

路肩を含む全幅で７ｍの道路整備となっております。 

 想定した事業効果は、金銭価値化が可能な効果として、走行時間の短縮、走行費用の減少、

交通事故減少、冬期の走行速度向上、防災機能の強化となっております。 

 その他の効果といたしましては、生活・経済圏の連携強化、国土保全を担う中山間地地域

の支援、救急医療体制の支援などとなっております。 

 事業の実施経過ですが、事業着手、用地着手、工事着手は平成１３年度、事業完了は平成

２９年度となっておりまして、総事業費は５億６４００万円となっております。 

 総事業費が、当初計画時の１０億３千万円から５億６４００万円減少した理由といたし

ましては、道路の縦断計画を見直しまして、切土量を大幅に減らしたことにより事業費が減

となったものです。 

 道路課の説明は以上でございます。 
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（河川砂防課） 

 河川砂防課です。御説明させていただきます。 

 整理番号がＲ４‐３３になります。 

 事業種別は河川事業、事業名は広域河川改修事業、箇所名はむつ市の田名部川になります。

事業方法は、国庫補助及び交付金で実施しており、財源・負担区分は、国５０％、県５０％

となっております。 

 事業の背景・必要性としましては、田名部川は、現況流下能力が低く、度々浸水被害が発

生していたことから、おおむね５０年に１回の確率で発生する規模の洪水を安全に流下さ

せて、沿川の人家や田畑を浸水被害から守るために本事業を実施しました。 

 主な事業内容は、築堤が１９，７１５ｍ、掘削が７，０１１ｍ、護岸が１６，８３３ｍ、

放水路トンネルが６７５ｍとなっております。 

 下に事業概要図を示しておりますが、田名部川については、放水路である新田名部川の整

備と本川の河道拡幅を行っており、支川の小川については、放水路トンネルを整備して、こ

れらで沿川の浸水被害を軽減する事業となっております。 

 想定した事業効果としましては、金銭価値化が可能な効果として、洪水氾濫による家屋や

家庭用品、農作物等の被害防止効果を対象としております。 

 事業の実施経過としましては、事業着手は昭和３１年度、事業完了は平成２９年度となっ

ております。 

 公共事業評価の実施時期は、平成１０年度、１５年度、２０年度、２５年度、計４回で、

いずれも対応方針は継続、個別附帯意見はいただいておりません。 

 総事業費は、当初計画時は、１０２億８千万円で、最終実績額は、１４３億７５００万円

となっております。 

 調書には記載しておりませんが、事業費が４割ほど増に、当初に比べてなっているんです

が、昭和３１年当初の計画は、新田名部川の整備の計画となっておりまして、その後、田名

部川の河道拡幅や小川、支川小川の放水路トンネルの事業が追加になったことから、事業費

が増となっております。 

 以上でございます。 

 

（河川砂防課） 

 河川砂防課の２つ目の事業になります。 

 整理番号がＲ４‐３６番になります。 

 事業種別ですが、砂防事業です。事業名は、通常砂防事業で、箇所名については、九艘泊

川、むつ市となります。事業主体及び管理主体は、共に青森県となります。事業方法につい

ては、交付金によるものです。財源・負担区分については、国及び県が５０％、それぞれと

なっております。 

 事業の背景・必要性についてでございます。九艘泊川は、むつ市脇野沢に位置する複数の
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土石流危険渓流から構成されている流域であります。 

 当流域では、渓岸侵食や崩壊地が確認され、河床に不安定土砂が堆積しており、降雨時に

は土石流発生による下流人家や避難所、公民館、第２次緊急輸送道路に位置づけられている

県道九艘泊脇野沢線等への被害が懸念されておりました。本事業は、これらの下流域の人家

や公共施設等を土石流災害が保全することを目的として砂防堰堤等の整備を行ったもので

ございます。 

 主な事業内容についてでございます。 

 砂防堰堤が５基、床固工が２基、堆積工が１基となっております。 

 想定した事業効果でございます。 

 金銭価値化が可能な効果といたしまして、人家等への直接被害抑止効果、２つ目として、

人身被害抑止効果、３つ目として、公共施設等への直接被害抑止効果、４つ目として、人命

損傷に伴う精神的被害抑止効果としております。その他の効果としましては、交通途絶及び

ライフライン切断による波及被害抑止効果。 

 ２つ目として、営業停止波及被害の抑止としております。 

 事業の実施経過についてでございます。 

 事業着手が平成１４年、用地着手が１５年、工事着手も１５年で、事業完了が２９年度で

ございます。 

 公共事業評価の実施時期についてでございます。 

 事前評価、これは平成１３年度になっております。 

 事業期間が１４年から２２年度までで、総事業費は４億６４００万円、再評価は平成２３

年度です。 

 事業完了年度が２７年度で、総事業費が６億２千万となっております。 

 最終実績については、２９年度事業完了で９億２千万円となっております。 

 計画変更の時期についてです。 

 第１回計画変更が平成２０年で、１４年から２４年の５億６７００万。 

 ２回目の計画変更が２３年度で、同じく１４年から完了は２７年、６億２千万。 

 第３回の変更が２７年度で、２９年度完了で総事業費は９億２千万としておりました。 

 特記事項についてでございます。 

 国有林所管替えの範囲の確定に不測の日数を要したこと、また基礎部に脆弱な地質が確

認されたことへの対応のため、事業期間及び事業費を変更しております。 

 説明は以上であります。 

 

（港湾空港課） 

 続きまして、港湾空港課の事業、２件を説明いたします。 

 整理番号がＲ４‐５１になります。 

 事業種別が港湾事業、事業名が青森港港湾環境整備事業緑地（浜町）、箇所名といたしま
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しては、青森港本港地区で青森市にございます。事業主体、管理主体は、青森県、事業方法

は、交付金、財源・負担区分につきましては、国が３５％、県が４９％、市町村が１６％と

なっております。 

 事業の背景・必要性ですが、当該地区は幹線道路からのアクセスも良く、夏場は一般市民

が多く訪れる場所であります。また、青森市は、人口３０万人を要する都市としては、国内

外でも有数の豪雪地帯であり、排雪量の約６割が青森港へ海洋投雪されている状況になっ

ております。市街地で雪堆積用地の確保が極めて困難な状況でありますことから、今後も青

森港への投雪に依存せざるを得ない状況となっております。雪塊に含まれるごみや不純物

による陸奥湾の環境汚染等に対しては、改善に取り組むべき課題ということにされており

ますことから、夏場は市民と港湾との触れ合いの場とする親水緑地として、冬場は陸奥湾へ

の投雪によるごみ流出対策等を図るための雪処理場としての利用できる施設の整備を行っ

ております。 

 主な事業内容でございますが、下の方に写真等にもありますが、桟橋がＬ＝３０６ｍ、こ

れは、鋼管杭方式となっております。護岸の方が、Ｌ＝２７８ｍとなっております。 

 想定した事業効果でございますが、金銭価値化が可能な効果といたしまして、交流・レク

リエーション機会の増加。環境改善便益というものを想定しております。 

 事業の実施経過でございますが、事業着手が平成１４年度、工事着手が平成１８年度、事

業完了が平成２９年度となっております。 

 公共事業評価の実施時期に関しましては、平成２３年に再評価の方を一度行っておりま

す。 

 事業評価、最終実績といたしましては、事業期間が平成１４年から平成２９年度、総事業

費が２４億９５００万円となっております。 

 特記事項といたしまして、事業費が当初の４０億から減少している理由なんですけども、

当初設計では、外周施設を全部同じ大きさで整備する予定だったんですが、施設の配置等を

見直しまして、丁度、写真で見ると左側ですね。細くなっている部分、こちらの部分を施設

の配置を見直しして、総事業費が減少しているということになっております。 

 平成２３年度の再評価におきまして、対応方針は継続、附帯意見はなしということになっ

ております。 

 続きまして、次の大湊港の説明をいたします。 

 整理番号がＲ４‐５３、事業種別が港湾事業、事業名が大湊港港湾環境整備事業緑地（大

平）、箇所名に関しましては、大湊港大平地区、むつ市にございます。 

 事業主体、管理主体に関しましては、共に青森県、事業方法は国庫補助、財源・負担区分

に関しましては、国が５０％、県が４０％、市町村が１０％となっております。 

 事業の背景・必要性でございますが、大湊港は、下北半島中央部に位置し、下北各地への

アクセスに便利な港でございます。また、下北地域で唯一耐震岸壁を有し、青森県地域防災

計画の中で下北地域全体の防災拠点として位置づけられており、震災時には、緊急物資輸送
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拠点及び避難場所として利用され、平時は隣接する「ウェルネスパーク」とともに市民の憩

いの場として利用されております。その役割が更に期待されているという状況になってお

ります。 

 主な事業内容でございますが、通路・遊歩道工がＡ＝９，１００㎡、トイレが２棟、広場

が、面積３０，６００㎡というふうになっております。 

 想定した事業効果でございますが、金銭価値化が可能な効果として、交流・レクリエーシ

ョン機会の増加便益、防災避難便益というものを想定しております。 

 事業の実施経過でございますが、事業着手が平成１３年度、工事着手も同様に平成１３年

度となっており、事業完了が平成２９年度となっております。 

 公共事業評価の実施時期でございますが、再評価の方を平成２２年に受けております。 

 最終的な実績でございますが、事業期間といたしましては、平成１３年から平成２９年、

総事業費に関しましては、９億２９００万円となっております。 

 その他特記事項等はございません。 

 以上でございます。 

 

（都市計画課） 

 それでは、最後、都市計画課から説明させていただきます。 

 整理番号はＲ４‐５５になります。 

 事業種別は街路事業、事業名は道路改築事業、箇所名等は、３・４・３号中央町金矢線、 

市町村名は、三沢市での事業になります。 

 事業主体は青森県、管理主体は三沢市、事業方法は国庫補助、交付金、県単独、財源・負

担区分は、国４７％、県３８％、市町村１５％となっています。 

 事業の背景・必要性についてですが、本路線は青い森鉄道によって東西に分断されている

三沢市街地を結ぶ重要な幹線街路でございます。整備前は、三沢駅周辺を東西に結ぶ道路は、

県道１路線、市道２路線であったが、市道２路線は、踏切による平面交差のため、立体交差

をしている県道への交通の集中が著しく、三沢駅周辺は慢性的な交通渋滞が生じておりま

した。そこで、鉄道を跨ぐ跨線橋やトンネルを整備するなど、新たな道路を整備することで、

東西に分断されている三沢市街地内の連携強化と都市内交通の円滑化を図ったものでござ

います。 

主な事業内容としては、道路新設１，５６４ｍ、幅員が１６ｍ、うち跨線橋が４００ｍ、

トンネルが３６０ｍ、このトンネルは２か所ございまして、この調書の右下の写真を見ても

らえば分かるのですが、奥の方に１つトンネルがあります。手前にもありまして、２か所で

３６０ｍとなってございます。 

 調書に戻りまして、想定した事業効果については、金銭価値化が可能な効果として、走行

時間短縮効果、走行経費減少効果、交通事故減少効果、冬期間の走行速度向上による効果、 

その他の効果として、三沢駅周辺の渋滞緩和、三沢市立病院へのアクセス向上、上北道路へ
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のアクセス向上、都市内交通の円滑化となっています。 

 中段、事業の実施経過につきまして、事業着手は平成５年度です。用地着手が平成８年度、

工事着手が平成１５年度、事業完了が２９年度となっています。 

 公共事業評価の実施時期でございますが、第１回再評価が平成１４年度、この際に附帯意

見をいただいております。 

 平成１４年度時点では、工事にまだ着手していないことや用地先行で事業進捗率が低か

ったというような背景がございました。その時、平成１４年度の総事業費は１２０億３３０

０万円でございます。 

 再評価は、次に平成１９年度、２４年度に行っております。 

 計画変更の時期については、３回行っております。 

 第１回計画変更は平成１７年、第２回計画変更は２３年、第３回計画変更は平成２６年に

行っておりまして、計画変更の内容としては、主に橋梁構造に関する見直し、総事業費の見

直し、事業期間の延伸でございます。 

 最終実績は、事業期間が平成５年から平成２９年度まで。総事業費が１２３億３５００万

円。特記事項として、事業費が最終的に増加している件につきましては、跨線橋及びトンネ

ル工事において、資材単価の見直しにより事業費が増加したものとなってございます。 

 説明は以上です。 

 

（阿波委員長） 

 説明、ありがとうございます。 

 それでは、ただ今の担当課からの御説明を踏まえまして、全部で１１事業ございましたが、

来年度の事後評価の対象事業、３件を選定したいと思います。 

 まずは、これまでの説明内容について、委員の皆様方から御質問等がありましたらお願い

いたします。 

 最後の都市計画課の道路改築事業、整理番号５５番の事業に対しては、附帯意見があった

ということでございますが、その附帯意見に対して、どのような対応をとられたのか、もし、

確認できているようでございましたら、簡単に紹介いただけるとありがたいですね。 

 

（都市計画課） 

 それでは、都市計画課から説明します。 

 附帯意見については、令和４年度選定候補一覧のところに、様式６（第３関係）があるの

ですが、そこに附帯意見がついています。 

 附帯意見は、橋梁建設にあたり、景観や耐久性に配慮すること。周辺地域を含めた全国的

な物流円滑化のための事業である。今後の社会経済情勢の変化等に留意し、速やかに事業を

進めること。三沢市のまちづくりや活性化に配慮すること。 

というような意見が出されております。 
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 ここで、全部に関しては、なかなか説明できないのですが、まず、一番大きなのは、橋梁

建設にあたり、景観や耐久性に配慮すること、というような附帯意見に関しては、先ほど説

明したとおり、計画変更で橋梁構造に関する見直しをしております。この事業、最初は、青

森ベイブリッジのような主塔のあるコンクリート橋の計画でした。これが最終的に写真の

とおり、シンプルな鋼橋になりまして、コスト縮減等を図っていると、そのようなことをし

ております。 

 附帯意見のその他については、これから事後評価の候補になるかと思いますけども、そう

いう機会があれば、また説明したいと思います。 

 

（阿波委員長） 

 ありがとうございました。 

 他、委員の皆様方から御質問ありますでしょうか。 

 どうぞ、お願いします。 

 

（森（淳）委員） 

 分からなくて教えていただきたいんですけども。 

 令和４年度選定候補一覧というものがあって、その前に２９年度ですか、完了事業一覧。

これの関係というか、どういう考え方。まず、２９年度に完了した事業一覧から選定候補一

覧の、三沢市のやつはちょっと特殊なのかもしれませんけども、それを選んだということで

しょうか。 

 

（阿波委員長） 

 そうです。 

 先ほどの平成２９年度完了事業一覧の中から、事後評価の対象事業を選定していくこと

となりますが、その時に選定の基準というか、考え方として、その上に３つほど書かれてお

ります。 

 １つ目が、再評価を実施したものですね。それと、計画と実績との差が大きいとか。その

ような幾つかの選定にあたって基準を設けましてピックアップしたものが、その後に令和

４年度の選定候補一覧という形になります。 

 事務局の方で、もし何か補足がありましたら。 

 

（森（淳）委員） 

 整理した経緯か何かあると分かりやすいなと。 

 具体的には、農業農村整備事業の屏風山、これはかなり大きな事業で、そして事業費が３

０％以上の増となっていて、それよりもはるかに規模の小さな魚道の整備、これが選定候補

にあがっている。何かバランス的に何か理由があるのかなと思ったものですから、ちょっと
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お聞きしました。 

 

（事務局） 

 具体的にというと、農村整備課の事業になるんでしょうか。 

 

（農村整備課） 

 農村整備課です。 

 屏風山地区、魚道整備の地区を担当しています、生産基盤整備グループの一戸と申します。 

 今回、３地区ほど、当グループの事業が該当していたんですけども。単純に一番右の欄の

その他の増減率で決めさせていただいております。 

 

（森（淳）委員） 

 増減率かなと思ったんですけども。４５％と、それと屏風山は３５％、確かに屏風山は増

減率は低い、それに比べれば低いんですけども。事業の規模そのものが桁違いに違っていて、

事業費の増減率だけを指標にして選定地区を選定するというのは、何かちょっと合理的じ

ゃない気がするんですが、いかがでしょうか。 

 

（農村整備課） 

 事務局の方から、再評価に関する事項と工期ですとか、事業費の増減というポイントで示

されておりましたので、こういう形で選定させていただきました。 

 

（森（淳）委員） 

 経緯はよく分かりました。 

 選定の方法そのものが、やはり透明性を持たせるという意味では、小さいものがちょっと、

１億とか２億になったものと、１００億のものが１５０億になったのでは、社会経済的に言

っている意味が全く違うと思うので、その辺の選定理由も少し整理が必要なのかなと。これ

は、事務局かもしれませんけども。 

 と、考えました。 

 以上です。 

 

（阿波委員長） 

 次年度以降、そういったことも少し加味しながら選定できればと思います。 

 今年度につきましては、令和４年度の選定候補一覧の中から３つ、事業を選定していきた

いと思いますが、その他、委員の皆様方から御意見、御質問がありましたらお願いいたしま

す。 

 いかがでしょうか。 
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 よろしいですか。 

 これまで、選定、事後評価の対象事業の選定にあたりまして、広く様々な種別の事業を対

象としたいということから、事業や担当課に偏りがないように、全体的なバランスに配慮し

て選定してきております。 

 参考でございますが、今年度実施した事業につきましては、農村整備課のため池整備、漁

港漁場整備課の高潮対策、港湾空港課の港湾改修事業というふうに３つございました。 

 今年度、事業種が重複しないように次年度の事業を選定していくということからいたし

ますと、今年度の一覧の中で林政課、それと道路課、河川砂防課、都市計画課から事業を選

定してはどうかということがあります。 

 また、再評価時に附帯意見が付けられた事業については、事後評価を行うということでご

ざいますので、都市計画課の道路改築事業については、事後評価を確定させていただきたい

と思います。 

 そうしますと、道路関係が３つのうち２つというのもちょっとバランスを欠くかなと思

いますので、道路課を除き河川砂防課と林政課、そこから１つずつぐらいが、今年度とのバ

ランスを考えますと妥当かなと考えているところです。 

 そういったことを念頭におきながら、委員の皆様方から対象事業について、御意見、御提

案をいただければ幸いです。 

 よろしくお願いします。 

 いかがでしょうか。 

 河川については、事業費の大きい田名部川ですね。これが、１つ、候補かなと思っており

ますがいかがでしょうか。何か御意見、御提案がありましたらお願いいたします。 

 田名部川についてはかなり事業期間が長くて、非常に事業規模も大きいということで選

定してはどうかなと思っております。 

 残り、もう１件ですね。選定したいと思いますが、皆様方から何か御提案がありましたら

是非お願いいたします。 

 バランスを考えますと、林政課の２番と７番の２つの事業のどちらかということがよろ

しいかなと思っております。その他でも構いません。皆様方から御提案がありましたら。 

 事業費の増加が大きいのは２番なんですね。そういった点も。事業費については７番、か

なり事業費が、なかなかどちらかと決め難いところがあると思います。 

 近年、災害、土砂災害等ですね、そういったものも増えてきておりますので、そういった

事業の内容からみますと、２番というのも、今後、同種事業へ反映するということを考えま

すと選択肢としてはあるかもしれません。山岳地域での土砂災害等々、近年増えてきている

ということもございます。 

 何か皆様方から御発言ございませんでしょうか。 

 特に皆様から御提案がなければ、２番ということでよろしいでしょうか。 

 そうしますと、令和４年度の事後評価の対象事業の選定としては、再評価時に附帯意見が
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付された都市計画課の道路改築事業５５番と、再評価時に附帯意見が付された事業以外の

事業として、２番の林政課の事業、もう１件は、事業規模の大きい３３番の河川砂防課の広

域河川改修事業と。 

 以上の３事業をこの委員会として選定したいと思いますが、いかがでしょうか。 

 よろしいですか。 

 それでは、そのように令和４年度の事後評価の事業選定を決定したいと思います。 

 もう一度言いますと、５５番と２番と３３番ですね。５５番、２番、３３番の事業を選定

したいと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、最後に事後評価につきまして、先ほど、事務局から説明があったとおり、令和

元年度から調書の記載内容を工夫しておりますが、この点について、ここはもう少しこのよ

うに改善して欲しい、詳しく記載してはどうかといったような改善の必要性等ございまし

たら、委員の皆様方から御意見をお聞かせいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 先ほど、事後評価の調書ですね、調書の内容とか、記載の方法ですね。そういった部分に

ついて、事後評価、次年度以降ですね、より良い評価となるように調書の改善等、御意見、

コメントがありましたらどうぞよろしくお願いいたします。 

 私としては、金銭価値化ができるような事業以外のその他の効果というところに記載さ

れておりますが、そういったものも積極的に事後評価の中では、事業評価として取り上げて

いただけるといいんじゃないかと思っております。 

 特に、事業開始時、または事業期間、事後評価ですね。かなり長い期間事業が実施される

ものもございますので、その中で、当然、社会環境の変化というものがあるだろうと思いま

すので、そういった部分で、当初、予定していなかった、予測していなかったような効果、

そういったものが、もしあれば、この事後評価の中で取り上げていただくことによって、次

の同種事業の推進に活かすことができるのではないか思いますので、必ずしも計画段階、想

定した事業効果に捉われないで、少し総合的な評価、調書の記載内容について工夫してもら

えるとありがたいなと感じているところです。 

 これまでも委員会の中で、そういったお話も出ていたかと思うんですが、改めてお願いし

たいなと思っているところです。 

 いかがでしょうか、委員の皆様から何か御発言ございますか、この事後評価の調書のあり

方について。 

 よろしいですか。 

 それでは、特に意見がないようでございますので、以上で本日予定しておりました議事は

全て終了いたしました。 

 例年、来年度に向けて、先ほど、３事業を選定いただいておりますが、どのようにアンケ

ート等含めて評価を行うかということについて、評価の仕方、方法等について、事前整理を

これまでも行ってきております。 

 今年度ももし可能であれば、来年度の事後評価にあたり事前整理を行う機会を第３回の
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委員会として開催する予定でございます。 

 日程等、開催可能かどうかということも当然あろうかと思いますので、そういった部分に

ついては、別途、事務局の方から御案内させていただきたいと思います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 事務局の方から、あとはお願いいたします。 

 

（事務局） 

 ありがとうございました。 

 ３、その他ということで、事務局の方から事務連絡をさせていただきたいと思います。 

 本日の配付資料及び議事録につきましては、事務局である企画調整課において縦覧に供

するとともに、県のホームページの方において公表いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 今、阿波委員長からお話がありました来年度の事後評価対象事業事前整理を議題とする

第３回の委員会につきましては、先ほど、資料２で少し説明いたしましたが、２月末ぐらい

と考えております。新型コロナウイルス感染症の感染状況を勘案いたしまして、書面による

開催等も念頭におきながら、改めて日程調整させていただいた上で、後日、御連絡させてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

（司会） 

 それでは、本日は長時間にわたりまして誠にありがとうございました。 

 これをもちまして、第２回委員会を閉会とさせていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

 


